
事 業 番 号 2-5 0 - (1 9)

外務省 国際連合軍縮会議拠出金

軍縮不拡散 .科学部 淵 蒸 国際機関等への任意拠出金

軍備管理軍縮謀 平成元年度 卜.tr,..- 棉.

外務省設置法第4条第3項 どLL-｢さ-hJくま,,,-L等封岬■一印■灘 国連財政規則第6条､第7条国連総会決議(42/39D)

□直接実施

□業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接 ,間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

′ ′ ′ /

r遜 軍 務

･表毎-毒=;BAp-=.琵琵

国連主催の軍縮会議を我が国で闇値することは､胎-の祐堤国である我が国の呈絵に射す.一ゝ.

る維持的姿勢を国内外に六す絶好の梅全であり､本=議の開催により星組に盟主皇国匿凶取細における#がEiTの手盛的立塩の確奇をrg1る_また､国際的に著名な軍縮専門家による会議を国内地方都市で開催することにより､冨続T=封するREl心を固Fi (特に青Ji>生一に広- *

我が国を含む各国の政府関係者､国会議員､マスコミ､有識者等が出席するほか､大学
坐 .高坂生を含む一般市民の傍聴を奨励○会議に関しては､国連による情報発信のみなら
ず､内外のマスコミにTi;<取り上げられている n

国連軍縮ム議は Ei)殿溝ム宣細部とEil際連Aアジア*平生平和軍縮センタ--(泉/i-ル
のカ トマンズに所存ーがj=催し 外務省が開 地の地方白地 と協議しながら運営 かつ
ている 経費は Ej.L呈 =⊥ゴl壬.′ リ喜.L .良 妻三,排 ⊆三lf=≡

我が国の拠出金は主に海外途上国等からの参加者招へい費用に充当され､地方自治体は会場等の手配や国内招待者の費用等を負担している○

平成22年度概算要求額 人件費

7百万円(鼻構成 概算人件費(平均給与×従事職員数) 従事職員数

百万円担当正職員 千円 人

7百万円 臨時梅島他 E千円 人

年 度 総 額 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 6

4 ＼

9 ＼

H21(当初予算) 8 ＼

H21(補正予算) 0 ＼

H22概算要求 7 ＼

1.参加者航空糞(8名):5,490千円
2.国連スタッフ航空糞(2名):578千円
3.参加者.国連スタッフ国内移動費(10名):338千円
4.参加者宿泊料(8名):535千円
5.国連スタッフ宿泊料(2名):123千円
6.参加者食事代(8名):192千円
7.国連スタッフ日当(2名):60千円
8.国連臨時雇用職員(1名):56千円



事 業 番 号 2 -5 0 - (1 9 )

外務省 淋 国際連合軍縮会議拠出金

軍縮不拡散 .科学部 国際機関等への任意拠出金

軍備管理軍縮課 葦麗機 義髪義 平成元年度 卜.1.-...-

l十本lうな全章牛会議は､軍始教育の朝点からEil際的に幅Tたい啓誉活動券行い+'い国連側の箸壁 と_この,i:幸三liL=r=p -= ; E3巨毒 ′≡那 瀧 . P≡ ′..;..Ff田 ■-L2,

牛拠出r=より､我が国における国連軍縮会 の開催が可能となり､とりわけ軍縮 .不拡散分
となっている○また､軍縮に向

国連を中心に進められているため､右話者

な金加者の諌良がfr能となっている(例年､内外メディアに大きく取り上げられているが､本年
_･.･.. ～A- i - ヽ A

は､丁ビュー喜レ -ユ ス 77-の lh .ーほ ､本件不一の垂血量出 生.L; ...=-;一ELI三 j≡ .I. .I _iE百 一i_j I岩. 三三 JLi一､..三

の関心ヰ3 こ

- ていくう観点力※平成2浅野内る国際ン国務長~~~~-代表次席ム共和国上で.国連に対して拠出している本件拠出金が生み出す効果は大きく､また､軍備教育とい

:_ 塁 .,,Ejg- ..藩 j ー:.一 父 .1年度の主な参加者
閤官房副長官､バーク米大統領特別代表 (核不拡散担当).､川口 ｢核不拡散 .核軍縮に関す

委員会｣共同議長 (元外相)､エバンズ同共同議長(元妾外相)●､サウダバエフ.カザフスタT運用検討会議暫定議長､ホツペ国連軍縮部長兼上級日､ ′ヽ フノ2
､シャマア.エジプト.アラブ共和国外務省軍縮担当部長､アラグチ在京イラン.イスラ
大使等

-

開催地自治体:会場等の手配や国内招待者の費用負担等を行っている.

____【活動I旨様名】/ 年度実績 .評価 単位H18年度H19年度 H20年度

国連軍縮会議に対する拠出金 千円7.723 5.734 8.696

% 70% 60% 100%

-.(現状~~ それ､ るの成果)
ぞれの所属にこだわらない自由閲連な議論を通 じ､金力
--jip-J=;A,.;a- -..…土服 二 L, i- 日田毒- .:-:l=… 泣.

る理ー瞳

撞 …;一 (今後軍縮ー___実施す~̀つの方向性)

･;ミ>湖 .弛Jp; -~≡ J. Iであり､今後も多くの関係者の参加を得て会詩を

ていく 上が青書

国連軍縮会議に対する拠出金 千円7,723 5.734 8,696

観点からも､開催都市とその周辺の一般国民の軍縮問題-の関心を高めるの に貢献
る○今後は､情報発信の面で更なる工夫を行い､会議の結果 .概要につきよ り広範
黒的な広報を進めていきたい.

○韓国我が国8回目 (韓国 .国連合同軍縮会議)
での本会議開催に倣い貴国でも毎年開催されるようになっており､2009年度で
となっている○

【拠出平成札幌 毛先における直近の執行残高】0千円(平成21年1月31日現在)
元年に京都市において第-回会議を蘭催○以降毎年､広島 .長崎をはじめ､仙台､

ヽ- ヽ - ~ ､ヽ 謂催されてき
ている○ +. つ _いる○ +. つ _



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 0 )

外務省 側 莞 ASEA順 易投資観光促進センタ-拠也金

アジア大洋州局 国際機関等-の任意拠出金 牌

地域政策課 済 簡莞緊張 昭和56年度 l 伊藤康-

外務省設置法第4条第3項 ASEAN貿易投資観光促進センターを設立する協定第10条第1項

□直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

盛□補助金 〔直接 .間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

口貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

/ / lm ′ 搬 l /

腰 増減巌腰 闘組 J- 酢 璽 甥 J

の文化紹介○

日本及びASEAN諸国の中小企業 (輸出入業､投資､旅行観光業)､政府の関係部門､
民間専門家やコンサルタント､広報のためのメディア関係者等.

投資事業:ASEAN各国の政府担当者による本邦での投資環境セミナーの開催､日本側産業団体や
メディア代表等による投箕促進ミッションのASEAN諸国への派遣､投資誘致に関する

行うOASEAN各国､特に後発加盟国であるカンボジア､ラオス､ミヤンマ-､ベトナムの

平成22年度概算要求額 人件草

■さ■■ 157百万円 ( 職員構成 概算人件費(平均給与×従事聴員数) 従事職員数

百万円 担当正職長 千円 !人

157百万円 臨時職員他 千円 o 巨

年 度 総 額 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 156

0

ー56

H21(当初予算) 133

H21(補正予算) 0

H22概算要求 ー57

(千円)事業費 :132,939(貿易促進 ..35.000.投資促進 ..41,018.観光交流促進 :29,863,
広報強化 :27.058)



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 0 )

ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金

アジア大洋州局 国際機関等への任意拠出金

ASEANは､東アジアの地域協力において中心的な役割を果たしている｡将来の東アジア共同体の構築に向けて我が国
が東アジア協力を主ヰしていくに当たり､ASEAN自体の統合が強化されることが極めて重要である(ASEANrj:2015年
のASEAN共同体設立を大目襟とする｡)｡ASEAN統合に向けての最大の課規rま､ASEANの権済成長とASEAN域内
の経済格差の是正である｡センタ-はASEAN側の主体的な参加の下にE]本によるASEAN支援を実施する唯-の多国
間国際機関であり.ASEAN各国はセンターの活動を高く評価しており､今後もその活動を維持拡充していることは.我が
国がASEANとの連携の下に東アジア共同休耕想を推進していく上で必要不可欠である｡10月24日の日ASEAN首脳
会津において､鳩山総理とASEAN各国首脳は日ASEAN協力においてセンターが極めて重要な役割を果たしていると
の軍書叢で一致した｡

外務 省 ､経産省 ､観光 庁が 同国際機関を共管 しており､義務 的拠 出金を分担 して手 当てし

ている｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金

1.貿易事業
過去8年間の (》常設展示場における展示会及び商談会､②外部展示場への出展及び商談会による成
約実績についてフォローアップ調査した結果は以下のとおり｡ (注 :ASEAN側参加企業への追跡調査の
結果､受注金成がl万米 ドル以上を対象r=集計｡換算為替レー トは税関公示レー トの年平均を使
用)｡
2006年度 予算 :約8,000万円 成約額 :3.223.617米 ドル(3倍7.474万円)(17社)
2007年度 予算 約7.500万円 成約額 1.397.07は ドル(1億6.475万円)(25社)
2008年度 予算 約7.500万円 成約額 .6.663.229米ドル(6億9.450万円)(18社)

2.投資事業
過去3年間の①投資促進セミナー､②投資環境視察ミッションの派遣に参加 した企業による成約実
硬についてフォEj-アップ調査した結果は以下のとおり｡ (汰 :本件調査は出資先である邦人企業を
対象に集計)｡
2006年度 予算 約7.300万円 成約嶺:20倍3300万円 (5件)
2007年度 予算 :約7.400万円 成約親 504億6900万円 (17社)
2008年度 予算 ･約7.400万円 成約額 13倍5000万円(7社)

3.観光 ･交流事業
本年8月26-31日､新潟市の百貨店にてASEANIOか国から伝統工芸品､伝統舞踊家等を
招き､ASEAN観光フェアを開催 (予算は約1.400万円)｡3万人以上が同フェアに来場したほ
か､新聞､TVでも紹介された｡同フェアを契機として.ASEANへの概光の関心が高まり､新潟
空港発 (グアム経由)マニラ行きツアーが開始され (9月以降､毎月10名から20名の団体客が利用して
いる)､また,来年2月にはバンコク行きのチャーター便が新潟空港から出発する予定.

【成果指標名】/ 年度実機 ･評価

ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金

2008年度(H20年度)か ら2009年度 (H21年度)にかけて､センターの運営の抜本的合理
化を行った｡義務的拠出によりまかなわれる管理費 (人件費.事務所借料等)を大幅に削減し (約1
倍4千万円から17千5百万円へ圧藷)､管理費の削減相当分を義務的拠出による事業糞r=充てること
により､任意拠出金で実施する事業の予算を削減した｡
今後は､ASEANの軽済成長を支援する上で､域内の後発開発国であるカンボジア､ラオス.
ミヤンマ-､ベ トナムへの支援を削 ヒすること､センターの活動を国内の地方にも拡張し地方の業者
とASEANとの関係を強化すること､地方との連携の強化を単に貿易投資等に限らず､文化行事を
通じて各地の人々とASEANの触れあいの場として活用することを計画 している｡

ASEANとの協力の強化を目指す中国や韓国でも日本のセンタ-と類似のセンターを設立する動き
がある｡辛を国は､日本のセンタ-の事業や運用を研究した後に､本年3月､ソウルに韓ASEANセ
ンターを開設した｡また､中匡=ま本年10月､中国ASEANセンターを樹立するための覚書をAS
EANとの間で作成した｡今後､設立の動きが本格化する見通し.なお､ロシアとASEANも､本
年7月､モスクワに教育科学分野の協力を進めるためのセンターを設置する覚書を作成した｡

センタ-は管理表の合理化のため､本年4月に現住所.=移転したところ､移転に伴う経費 (旧事務所
の原状回復､新事務所の設営工事､運搬費等約6800万円)をセンターの共営官庁である外務省､経産
省､観光庁で負担する必要がある (外務省負担分は約2400万円)ら
センターに対する任意拠出金は､事業内容等を精査 し､平成21年度では1億3000万円まで削減した.
これは10年前の3分の1の規模 (平成12年度は3倍8000万円)｡
【未執行残高】8.009千円 (平成21年3月未現在)
【未執行残高の理由等】事業の実施に当たり.事業の詳細を決定するために事業相手国と協議する中
で､平成20年度については､事業の実施期間や開催地等の面で当初予定よりも事業規模が縮小した
ものがあったため未執行残高が発生｡平成21年度予算では事業費を対前年比2300万円削漉｡



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 1 )

止--

外務省 在サハリン韓国人支援共同事菓体拠出金

アジア大洋州局 国際機関等-の任意拠出金 l

北東アジア課 平成元年度 l北3F,57謡f=sE長

ロ直接実施

□業務委託等 ( )

ロ補助金 〔直接 .間接〕 (補助克 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

/ l琵 室導 襲 影 ′ / /

rE変 重 責 一『 - 監 歪 ±-.:;-I

平成元年度に日本赤十字社 .大韓赤十字社間で設立された r在サハリン韓国人支援共同事業体｣に対して､平成22年度においても在サハリン ｢箆国人｣の一時帰国及び永住帰国等の支援のための経費
4 -., を引き続き拠出し､また､今後の永住帰国支援策の検討 .実施のための協議費用及びサハリン残留者

支援策の検討のための協議費用を拠出するもの○

'■■ーかー l r な

終戦別 b引き続きサハ ｣ノ地域に居住してい再会等のため韓国を訪問する者○ただし､サハる 韓国人｣ (国籍を闘わJ.い)であって､親族とのリン以外のロシア本土又は旧NⅠS諸国に居住する
｢韓国人｣であって､終戦前サハリンへ渡り､同地に残留を余儀なくされ､その後やむを得ない事情

漉つたという事情が客観的に証明でき､親族との再会のため韓国を
訪問する者を含む○

在サハリン r韓国人Jに-時帰国の支援を行う一方.永住帰国希望者の渡航 .定着を支援し､併せて
永住帰国希望の在サハリンr韓国人｣に対するより適切な支援策の検討 .実施のための調査 一協議､
サハリン残留者支援策の検討のための実態調査 .協議を行う○

平成22年度概算要求額 人件費

185百万円 ( 貞構成 概算人件費(平均給与×従事恥員数) 従事職員数

百万円 担当正職員 千円 人

185百万円 臨時職員他 千円 人

年 度 捨 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総鎮

H19(決算額) 279

0 ＼

H20(決算見込親) 268 ＼

H21(当初予算) 265 ＼

H21(補正予算) 0 '＼

H22概算要求 186 ＼
q)サハリン残留者への支援 (-時帰国支援) 17.730千円
(診永住帰国者への支援(永住帰国及び親族再会支援) 110.571千円
③韓国政府及び韓国赤十字社との協議 855千円
④ユジノサハ リンスク行政府との協議 813千円
⑤療養院のヘルバ-及び光熱費 22.338千円



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 1)
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外務省 在サハリン韓国人支援共同事業体拠出金

アジア大洋州局 国際機関等-の任意拠出金 l

北東アジア課 平成元年度 t北慧 蒜 =iS長

終戦前､様々な経緯で朝鮮半島出身者が南樺太に漉つたが､戦後のソ連による事実上の支配の下､大部
分の朝鮮半島出身者は出国が認められず､サハIJン残留を余儀なくされた○その後､韓ソ国交樹立の前後か
らソ連の態度が軟化し､出国が認められるようになった○
El本政府としては､このような歴史的経緯を踏まえ､人道的観点から､日卑両赤十字社を構成員とする｢共
同事業体｣を89年に設立し､同事業体を通じ､一時帰国､永住帰国及びサハリン再訪問を中心とした支援事
某を推進してきた○
この上_うな経緯から､在サハリン｢韓国人｣支援に関し､我が国としては､過去20年以上にわたり累計75億
円に上る支援策を講じてきたところであるが､近年､韓国国内においても本件支援に強い関心が示されてお
リ､韓国政府から我が国政府に対して､外相会談を含む累次の機会を通じて本件支援の継続及び拡充を要
望してきている○
また､韓国政府としても､サハリンでの現地調査の結果を踏まえ､日韓間の協力を基調とした永住帰国を中
心とする支援策を進めている○
このような状況において､我が国政府として､本件支援の更なる拡充を図り､韓国側の喫緊の要望に的確に
応えることは､日韓両国が歴史を直視し､未来に対するビジョンを持って｢日韓新時代｣を切り拓いていく見地
から､特に高い外交上の効果を発揮するものと考えられる.

なし○

防 疫 髭 ハム-"なし○

【活動指標名】′ 年度実績 .評価 - 単位H18年度H19年度 H20年度

千円106,486278.938 268,423

% 100 100 100

済 4';-.≡.で璽男酬 平成20年12月現在､延べ16.393名の一時帰国､2.806名の永住帰国､2.533名のサハリン再訪問を

支援してきており､これらの支援は韓国国内から高い評価を受けている.今後も､本支援に対する希
望を踏まえ､韓国側と連携し､その効果及び必要性について他の支援事業とも比較しつつ､支援方針

【成果指標名】/ 年度実績 .評価 単位H18年度 H19年度 H20年度

在サハリン韓国人支揮特別基金拠出金 千円106.486 278,938 268,423

樟 ま…ミ…て郡 貯- ■■■■ 事業は円滑に実施されてきており､また､当省と在サハリン韓国人支援共同事業体との間で､今後の
サハリン残留者支援策及び永住帰国支援策について協議しつつ､検討していく.

なし○

Q)韓国側は､本拠出金とは別に永住帰国後の住居確保や社会保障を支援○日韓両国が役割を分担した上で､本支援を実施.

② 【拠出先での未執行残高】
9.144千円 (日本赤十字社)及び96.452千円 (大韓赤十字社)平成21年3月現在○
【未執行残高の理由】
執行時における大幅な為替レー トの変動による○
残高は既に本年度執行計画済み○



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 2 )

1㌢当..i::;:I

外務省 南太平洋経済交流支援センター拠出金

㌔i アジア大洋州局 国際機関等-の任意拠出全 勝

大洋州課 平成8年 (1996年) ー市川 亜洋長

ロ直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接 . 接〕 (補助克 : 実施主体 : )I

ロ貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

/ 済 汲 ′ ′ 済 ミ莞 Id

鍛 議妻;済.gL-.≡こ.-:=

太平洋島塀国.地域の日本における窓口枕関として､島牧国.地域の対日輸出促進､日本から島峡
国 .地域への投資促進､また､我が国から島峡国.地域への観光促進を図り､島峡国 .地域の経済
的自立を促すことにより､太平洋島供国.地域における日本の外交的プレゼンスを高めることを目
的としているC更に､貿易.投資.観光事業を通じて双方向の人的交流を活性化し､日本と島峡
国 .地域との関係を強化するo

日本及び太平洋の12ヶ国 .2地域 (ミクロネシア､マーシャル､パラオ､パプアニューギニア､
ソロモン､フイジ-､バヌアツ､キリバス､トンガ､サモア､ナウル､ツバル､ニウ工､クック諸
島)の中小企業 (貿易､投資､観光業).政府機関､学会､NGO､マスコミ関係者等○旅行者ら

貿易事業 :太平洋島棋国 .地域の有望商品や輸出企業を紹介する展示会や商談会の開催､国際見本
市参加の支援､派遣専門家による日本向け商品の開発指導等
投資事業 :太平洋島供国 .地域の政府関係者による本邦での投資環境セミナーの開催､投資環境調
査 ,整備のための日本人専門家派遣.日本企業の現地訪問､先方政府との協議､先方企業との協議
支援等
観光事業 :太平洋島喚国 .地域観光フェアの開催､宿舎等最新の観光情報提供､国際観光博への参
加支援等
制度内容 :1996年10月､太平洋島峡国 .地域 (豪州､NZを含む)の加盟する国際機関である太平

､ヽ = - L

ラムが共同で設立した○事業方針は日本と太平洋諸島フォーラムの代表による理事会にて決定さ
れ､センタ-の所長が中心となって事案を実施する.12カ国 .2地域の内､E]本に大使館を有して
いるのは6カ国のみであり､日本に拠点を有していない国にとつては大使館の機能の一部を代行す

平成22年度概算要求額 人件費

9百万円(職員構成 概算人件費織異数) 従事職員数

百万円 担当正職員 千円 人

年 度 & * 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 10

~10

H21(当初予算) 9

H21(補正予算) 0
H22概算要求 9

1.広報出版物制作費 1. 223千円
2.ホームページ運営経費 1. 8 4 2千円
3.展示会 .貿易 .投資セミナー参加費 3. 3 6 6千円



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 2 )

名

外務省 ■ 南太平洋経済交流支援センター拠出金

蔓葛飾 ,;=誓済 アジア大洋州局 国際機関等への任意拠出金 t棚

大洋州課 平成8年 (l996年) 1市川 亜洋長

太平洋島喚国地域は､国連や国際社会での様々な取組や諸活動において､ほぼ常時日本の立場を支
拝するとともに,､カツオ､マグロを中心とする水産資源の重要な供給地であり､我が国にとって重
要な海上輸送路である.他方､太平洋諸島フォーラム (plF)加盟国 .地域の多くが我が国との

経済関係を強化する上で不可欠である在京大使館等の施設を有しておらず､我が国にとって重要なこれら諸国との間で具体的な協力を積み上げる上で､.本センターの活動は不可欠となっている○

■l

【活動指榛名】′ 年度実績 .評価 単位 H18年度 H19年度 H20年度

南太平洋経済交流支援センターに対する拠也金 千円 12056 10423 10423

1.本件センターは､本年8月に民間出身の新所長が就任し､事務所を明治大学の協力を得て明治
通り沿いの大学施設の-階に移転し､事務所への-般訪問客が大幅に増加したo移転に伴うシ∃-

鮮 S済;/ ヽ II E)向にあり､投資についてもPNGの液化天然､ガス関連で活発化している.

2.今後は関係企業､省庁､在京大使館のネットワークを構築し､情報交換や相互連携の促進を支
提することにより､当該センタ-が対島傾国との様々な関係の中心的な存在となることを目指す○
3.本年11月には太平洋島峡国地域との業務に携わる商社､建設会社､液化天然ガス関連会社､
航空会社､旅行会社､学者､NGO等の過当者を対象とする ｢パシフィック.アイランダーズ.ク
ラブ｣を立ち上げる予定であり､現時点で130名を超える賛同者を得ている○また､今後の立ち上
げが予定されている観光促進に関わる有識者会合において事務局的な役割を担うことが期待されて
いる.

【成果指標名】′ 年度実績 .評価 単位 H18年度 H19年度 H20年度

千円 12056 10423 10423

lII- W 1.本件センターは､太平洋島峡国.地矧こおいては域内の首脳会議の場で取り上げられる等､太平洋烏鎖国 .地域の日本における窓口観関として既に認知されており､本邦においても､本年8月

に民間出身の新所長が就任し､事務所を明治大学の協力を得て明治通り沿いの大学施設の一階に移
転し､事務所への一般訪問客が大幅.=増加する等国内での認知度も高まりつつある○太平洋島唄
国 .地域との貿易 .投資も拡大傾向にあり､日本人観光客を増加させるための政府による有識者会
合も準備されている○
2.今後は島供国関連の事業に携わる人達の組織化を図る等積極的な事業展開を目指しており､移
転先である明治大学と協力して太平洋烏城国 .地域に関する公開講座等も企画されている.
3.事業費が漸減傾向にあることから,民間基金の活用等を検討する必要もある○

太平洋島峡国地域に対する貿易 .投資 .載光促進分野での事業 は当該センターが唯-の事業であ
るoなお､太平洋島供国の貿易 .投資 .観光事務所は､オース トラリア､ニュージ-ランド､中国
において当該国の全額出資によ り設置 されているo

本件センターは､所長職の公募実施､事務所の移転､事業の活性化等の改革を実施し､民間人の斬
~~所長就任､事務所鐘兼の削減､事案の多角化等の実経をあげている.



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 3 )

日SAARC特別基金等拠出金

南部アジア部 国際機関等への任意拠出金

南西アジア課 平成5年 (1993年)

外務省設置法第四条三項 日本･SAARC特別基金改訂ガイドラインの覚書(2006年)

ロ業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接 ･間接〕 (補助克 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 ･ )■その他

SAARC(南アジア地域協力連合)は南アジア地域の安定と発展を目指した地域地積(1985年設立)で
あり､日本政府の支援表明を受けて南西アジア諸国の要望に基づき､1993年に同機構の活動を支援
するため､加盟国間の相互信頼強成及び同地域の安定を促すとともに､日ISAARC加盟国間の関係強
化を図ることを目的として､日本 ･SAARC特別基金を設立｡
南アジアにおいては､第二次大戦後､三度に渡り交戦したインド･パキスタン間の良好な二国関
係を構築することが地域的課題であり､また､国際テロの深刻な問題を抱えるアフガニスタン及び
パキスタンはいずれもSAARC加盟国であるが､南アジアの不安定化は､同地域のみならず､国際社会
の平和への脅威となる｡一方で､6%台の経済成長を続けるインドをはじめ南アジアは総人口15億
人を越える巨大マーケットであり､同地域の経済的な潜在性は極めて高く､経済面での日･SAARC間
の関係強化が望まれる｡我が国外交にとって南アジア地域は安全保障及び経済上､益々重要な地域
となっており,限定的な範囲に留まっているSAARC加盟国間の協力関係を少しでも前に進めるべく､
可能な分野から域内各国の協力プロジェクトを進めることにより､各国間の相互不信を緩和し､信
頼醜戒を図ることが極めて有効｡

日本 ･SAARC特別基金｡なお､南アジア地域協力連合 (SAARC)加盟国は､インド､パキスタン､ス
リランカ､バングラデシュ､ネパール､ブータン､モルディブ､アフガニスタン｡ (我が国は05年
からオブザーバー)

SAARC加盟国における経済社会開発及び福祉､文化交流促進に資する加盟国間の協力促進やSAARC
加盟国間の関係強化を目的として､貿易 ･経済､エネルギー､防災等の分野で､具体的な政策提言
を行うために民間研究捷関や有識者によるシンポジウムを日本及びSAARC各国で開催するとともに､
提言を具現化させるため､委託調査等の事業を実施｡
1993年から2008年12月末までの16年間で計103件のシンポジウムを実施し､のべ約3000人が出席｡
なかでも､防災･エネルギー分野では､2007-08年の2年間にわたり防災プロジェクトを実施し (実
施団体 アジア防災センター)､南アジア地域におけるハザード･マップの作成､防災に関する伝
統的知見に関する調査を実施し､2010年1月にそれらの成果を議論し提言をまとめる日SAARC防災シ
ンポジウムを開催予定Dまた､SAARC各国にとって喫緊の課屈であるエネルギ-問題に関し､2008年
6月に第2回日SAARCシンポジウム ｢エネルギーと域内連結性｣ (於 :イスラマバード､パキスタン)
を開催し､同シンポジウムで発出された提言に基づき､南アジア地域のエネルギー協力のための法
的枠組みに関する委託調査を現在実施｡これらの成果を踏まえ2010年1月にエネルギーの地域協力に
ついて議論する第3回日SAARCシンポジウム (於 :デリ-､印)を開催し､エネルギー分野に関する
日本の知見 ･経験の共有を通じて､域内協力を促す｡

平成22年度概算要求額

地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総額

H19(決算額)

H19(決算上の不用痕)

H20(決算見込額)

H21(当初予算)

H21(補正予算)

H22概算要求



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 3 )

日SAARC特別基金等拠出金
南部アジア部 国際機関等への任意拠出金
南西アジア課 平成5年 (1993年)

第4匝l日SAARCシンポジウム ｢エネルギー効率や代替エネルギー促進のための地域協力 (伝)J
(袷 :SAARC加盟国で調整中)事業費 (計3.750千円)
･SAARC(各国2名程度)からの研究者 .有識者の渡航 ･宿泊費 (2,500千円)
渡航費 :SAARC各国16名×110千円-1.760千円､日本1名×400千円-400千円
宿泊費 :17名×2泊×10千円-340千円
･会場 ･交通､印刷費 (1,250千円)
会場設営費 (案内板､パワポ設置費､録音､通信代を含む) :500千円
現地交通費 (車借上2日間等) :250千円
印刷代 (招待状､プログラム (200部)､報告書) 500千円

国際社会の平和と発展にとって重要な位置を占める南アジア地域の安定と発展には､SAARC加盟国間の
協力関係､相互信頼醜成が不可欠｡また､日,SAARC間の経済関係を進展させるI=当たり､同地域の安定は
棲めて重要｡各国間の相互不信を緩和するための域内各国の協力プロジェクトを進めることは､同地域の安
定にとり極めて有効な手段である｡しかし､1985年にSAARCが設立されたものの､南アジア地域の域内協力i
信頼醸成は進展途上であり､更なる深化が期待されている｡1993年に設立以降､日本は域内協力.信頬醸成
に資する具体的なプロジェクトを進めてきており､さらに､2005年以降､日本はオブザーバーとして域内協力強
化を支えてきた｡
日本は､拠出金を通じて､加盟国全てが参加するシンポジウムの開催や委託調査等を支援している｡シン
ポジウムを通じて､SAARC各国が直面する課題について､E]本としての知見･経験を提供することは､メン
バー国からのニーズに応えるとともに､日本に対する信頼獲得のため､極めて有益な方策であり､日本の対
南アジア政策に対する重要な外交ツールの一つとなっている｡
一方で､SAARCは慢性的な財政逼迫に陥っており､資金不足にあるSAARC加盟国間での域内協力を促進
するようなシンポジウムの開催等の取組は我が国からの支援なしには不可能であり､我が国の拠出金による
支援は不可欠｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

日･S仙RC特別基金への拠出金

(現状の成果)
日SAAR(:特別基金の事業として､1993年から2008年12月未までの16年間にわたって計103件 (年間
平均6-7件)のシンポジウム等の各種会合や委託調査等を日本及びS仙RC各国において実施｡SAARC
間での協力や専門家交流が促進されるとともに､事業成果は現地報道や報告書等を通じてSAARC各国
で広く共有され､防災やエネルギーの2分野については専門家交流が促進され問題認識がSAARC作業
部会にも共有され議論として取り上げられる等､SAARC加盟国間での信頼醗成の構築に寄与してい
る｡特に､エネルギーや防災分野について過去3年間を通じて取り組んできた結果､具体的な提言や
研究成果が実績として積み上がっているD
(今後の目標)
信頼を軽成する取組は不断の活動が不可欠であり､SAARCに対する支援を継続することが重要.棉
別基金事業の自席としては､これまでの社会経済や福祉分野における地域協力の議論を元に､政策
提言や施策に結びつけていく｡特に､SAARCからのニーズが高く喫緊の課題であるエネルギー分野は
日本の知見や経験を最大限に活かせ
る地域協力を通じたアプローチ (エ

ることから
ネルギー貿

同分野の事業一件にしぼり､南アジア地域全体によ
易促進のための法的枠組みの検討等)について､有

識者会合やシンポジウム開催等による議論を通じて､同地域全体のエネルギー問題の解決策の青写
真作りを行うための提言等を行い､過去の実績を元に2012年までにエネルギー貿易やエネルギー効
率等具体的なエネルギー施策の提言へと結びつける｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

日･SAAR(】特別基金への拠出金

2006年以降､日SAARC間で定期的な予算報告､事業実施報告､次年度の予定事業内容に関する年次
協議を実施 (1年に1回の割合)｡このような取組によってSAARC各国の事業実施状況は飛躍的に改善
されるとともに､定期的な会計検査が行われ､確実に事業が運営されている｡今後､特定の分野に
絞って継続した事業を実施することによって更に事業効果を上げるために､SAARCの喫緊の課規であ
り､また､SAARC側の関心が高く､日SAARC関係強化に資するエネルギ-分野につき集中して事業を
実施する予定 (連立政権樹立に当たっての政策合意における (日本の国際的貢献の部分の) r地球
温暖化 .生物多様性などの環境外交 (中略)で主体的役割を果たす｣との考えに合致)0

該当なし (なお､SAARC域外国の基金としては､日本 ･S仙RC特別基金は唯一の基金)

2006年に同基金の運用 ･実施を改善するための日本･SAARC特別基金改訂ガイドラインの覚書に書
名し､毎年同基金の事業幕認及び実施のための日SAARC協議や同基金の会計検査を実施し､毎年事業
や実施の見直しを行っているo
【未執行残高】31,200千円 (平成21年9月末日)
【未執行残高の理由等】上記残高は21年度事業実施の兼用として､本年度全額執行計画済み｡な
お､本年度実施事業の会計報告は､2010年2月頃で提出予定｡



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 4 )

外務省 日カ リコム友好協力拠出金

中南米局 国際機関等への任意拠出金 l需 ㈱

カリブ室 平成ー3年度 Iか)ブ室長古巣京子

A. 外務省設置法第四条三項
■ウ

胴 講 □直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

- □補助金 〔直接 t間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

- ロ貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

F藍 濫 議 避 萱､蓬頭ご響 肇J

議Ⅷ 琵詔霜霞欝 l.目的義驚 澄 蔓 長 頭 -=E3 . -. ≡..;=- -i-=-
A- (2)か)ブ海経由の我が国放射性物質輔送に対するか)コム諸国の理解の確保.

2,背景

潟湖 遜陛なってきたこと､我が国放射性物質輸送に対するか )コム諸国の反発の高まり等を背景に､2000年11月
脳 琵謡 に第 1巨旧 か)コム閣僚レベル会議を東京で開催した機会に本基金の設立を表明.

日 .カリコム友好協力及びカリコム諸国の発展に資するプロジェク トに対 し支援するもの

部窒規 整 平成22年度概算要求額 - 人件費

■■■■■■■■■■- 4百万円(織員構成 概算人件費(平均給与×従事職員数) 従事職員数

0百万円 担当正職員 0千円 o I^

4百万円 臨時職員他 0千円 o 巨

年 度 総 額 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 6

0

監野蛮空説灘E監H20(決算見込裸) 5

w H21(当初予算) 5

H21(補正予算) 0

H22概算要求 4

高生産性品種を使用したキャッサバ生産性向上 4.332千円



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 4 )

腰襲挺規 外務省 日か )コム友好協力拠出金

中南米局 国際機関等-の任意拠出金

1.カリブ海地域は､我が国の放射性物質輸送にとり主要なルートの一つ.他方､観光を主要産業と
[コム ( ) の -L' ,8 ､二王F' に ､いて U

顛批判してきた.地球温暖化対策推進の観点からも重要性を増している我が国の原子力利用を着実
に進める上で､本件輸送についてカリコム諸国の理解を得ることが不可欠○

-～2,_カリコム加盟14か国は､国連等において結束して行動しており､小国グループながら14票の重
みを持つ○同グループを味方につける上で本件拠出金は極めて重要○

なし

本基金は､我が国の民間からの寄付金に加えて､国が毎年度の事業費を拠出する形で運営されて
いる.

【活動指標名】′ 年度実績 .評価 単位 H18年度 H19年度 H20年度

日 .カリコム友好協力基金に対する拠出金 千円 6,327 5,676 5,345

% 99.5 100 100

+

係の強化.

【成果指標名】′ 年度実績 .評価 単位 H18年度 H19年度 H20年度

日 .カリコム友好協力基金に対する拠出令 千円 6.327 5,676 5,345

■■-

我が国の対カリコム協力についてカリコム諸国の理解を一層深める○予算額は小さいが､カ リコム側
に効果的なプロジェクトの形成を促すとともに､各国の碑益意識を高めるようなプロジェク トの採択
に努める○



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 5 )

三ij;ニ=

外務省 中 .東欧地域環境センター (REC)拠出金

欧州局 国際機関等への任意拠出金 l臓

中 .東欧課 ･--最---- -;-艶Li/ 平成3年度 l*,東欧課長 海綿

外務省設置法第4条第3項 済 !盛教義男湯渡 中.東欧地域環境センターからの拠出要請による○

口直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接 .間接〕 (補助克 . 実施主体 . )

′ロ貸付 (貸付先 : )■その他 (拠也金 )

琵88珊 i ~ / 勝 星 / l済 稀 潟 採灘 を ′ M l /

l姦 欝 5-.蟻

腰 盈

g ～ 1989年7月､ハンガリーを訪問したブッシュ大統領 (当時)が､立ち後れの著しい旧共産圏の東欧

諸国の環境対策に対し本格的な支援を行うとともに､環境対策に従事するNGO等市民社会の育成

多数の国の支持にーより発足o我が国は､RECを通じ､環境対策に悩む中.東欧諸国を支援し､我
が国企業の高い環境技術をアピールするとともに､対欧州外交上の ｢橋頭壁｣となる協力関係を構
築し､国際場裸における我が国の立場を一層有利とすべく r日本特別基金｣を設立した○

中.東欧地域､J{ルカン､旧ソ連諸国等を対象に､我が国国益に資する環境改善プE3ジエクトを実施.

我が国の拠出金は､ ｢日本特別基金 (JSF)｣として､我が国が有益と採択する環境改善プロ
ジエクト実施のみに使用される○

平成22年度概算要求額 人件費

ー3百万円 ( _ 職員構成 概算人件費■JtQ) 従事職員数

百万円 担当正職員 千円 人

13百万円 臨時職員他 千円 人

年 度 総 額 ､ 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 18

豪議麦毒…翌…H20(決算見込額) 18
H21(当初予算) ー6

H21(補正予算) ■0

H22概算要求 13

イヤーマークされた事業費計 93,957ユーロ 93,957ユーロ ×.141円 - 13.248千円



事 業 番 号2-5 0 - (2 5 )
中 ･東欧地域環境センター (REC)拠出金

国際機関等への任意拠出金

1.Jh額で大きな成果を生か 国益妻規のための管金
わが国は､本件拠出金を用いて環境プロジェクト､最近では特に気候変動対策に重点を置いたプロジェク
トを実施しており､①我が国企糞が大き(ノ晩春する排出権取引成分r=つなげてきた他､②環境対策に悩む各
国からの伝籍と尊敬の獲得､③各国の窪境封集の進展を実現している｡さらに､⑥EU新規加盟国や加盟
候補国との間で､環境･気候変動分野での関係を強化することは､これらの分野での対EU政纂上の｢橋頭

賢 霊獣 認 諾 禁 慧 芸鮭 蒜 鵠 君 ヒしたRECは効果的か ~ルとなってし鳩｡
我が国の拠出金は.｢日本特別基金(JSF)｣として､我が国が有益>判断するプロジェウトにのみ[=任用す
るものであり､顔の見える効率的な支援を行っている｡我が国は､他の拠出Eilr=u'べると色相割合は相当小

悪法 .諾 蓋 恩 警慧 C'塁霊 語 ,f慧 翌 夏誓 鷲 ニRECO願 意思如 鯛 である空重鎚
3 *･東欧地域1=おける優良魚島ブランドであるRECを活用し.郷 国の取組.技術を効果的lニアビール
RECには､｢国際社会のキープレーヤーが高い関心を示し､その活動を支援しており､非常に高い付加価
値を有する｣(ハンガリー大統領環境政策アドバイザー)等の高い評価が寄せられており､中･吏欧地域にお
ける擢播協力ツールのrブランドlとして確たる地位を有している｡RECはまた.新会議場に設置されたハン
ガリー最大のソナ パネル(サンヨー)等､我が国が誇る高い琵蹟結締を効果的rニアビールするショーケ-
基ともなっている｡さらに､RECはホームページ､パンフレット,広報誌等において､特別の配慮を行い日本
特別基金の広報を行っている｡本件拠出金は､このような確立されたブランドであるRECを活用し､特に気
候変動分野で今後とも重要な地域となる中･東欧諸国に対し､日本の｢顔｣を明示して効果的に取組み･技術
をアピールするための重要な資金｡
4 匝l際社会でグロー′(ルな書店を里たす我が匡lの決意をET]象付け .投が匡lの国際塩裡lこおける立蟻をJ:
り有利にする｡
RECへの支援によL)､地球規模問題である環境･気候変動問題における我が国の穣極姿勢を示すこと
は､国際社会でグローバルな責任を果たす我が国の決意を印象付ける上で極めて有益なツールとなっTい
る.また､中･東欧諸国は我が国の支援を高く評価｡これら諸国は国連寺庄理故量 我が国のを僅理非党
任理事匡lへの立候補_北釦鮮人権状況決津等の固膿塩裡での選挙において軒並み我が国有責樟h

RECの会議場にはサンヨーがソ-ラーパネルを低価格で設置｡トヨタはRECを通じてグリーンパックと呼
ばれる環境教育ツールの開発を行っている｡

【活動指標名】/ 年度実韓 .評価

中･東欧地域環境センターに対する拠出金

(今後の方向性 (現状の成果については､下記 ｢事業/制度の自己評価｣の欄を参照))
今後は､引き続き①環境対策に悩む各国からの信頼と尊敬の獲得及び協力関係の強化､②各国の
環境対策の進展､③我が国の取組 ･技術を効果的にアピールし､我が国企業の支援につなげ､④ま
た､安保理改革をはじめとする国際場裸での我が国への支持へとつなげるため､効果的かつ適切な
事業を実施していく｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

中･東欧地域環境センターに対する拠出金

(現状の成果及び評価)
わが国は､本件拠出金を用いて環境プE]ジェクト､最近では特に気候変動対策に重点を置いたプ
ロジェクトを実施しており､の我が国食堂が*きく独益する排出権取引成立.=つなげてきた他､(塾
環境対策に悩む各国からの信頼と尊敬の獲得､③各国の環境対策の進展を実現しているOさらに､
④EU新規加盟国や加盟候補国との間で､環境 ･気候変動分野での関係を強化することは､これら
の分野での対EU政策上の ｢橋頭垂｣を築くために極めて重要であり､この地域に特化したREC
は効果的なツールとなっている｡⑤中･東欧地域における優良ブランドであり､極めて広範なネッ
トワークを有するRECを活用し､我が国の取組 ･技術を効果的にアピールしてきた｡この結果､
中.東欧諸国は､強力な親日国として､国連安保理改革､我が国の安保理非常任理事国への立候
補､北朝鮮人権状況決護､国際犠牲での選挙において軒並み我が国を支持するに至っている｡
このように太件真書着は 外事上の昔専なツールであり E3太令書への櫨恭効星も奮い｡ (今後
の方向性については､上記 ｢成果目標｣の欄を参照)
(注)中 ･東欧地域は､温室効果ガス削減の余地が大きく多くの余剰枠を有している｡本件拠出金
を用いたワークショップにおいて､各国の環境関係者に対して､ ｢グリーン投資スキーム (GI
s)｣のメカニズムや､契約の締結手続等を細やかに説明､信嶺関係を築き､結果として､ウクラ
イナ及びチェコとそれぞれ数百億円親権の捷出振取引婁釣成立lこ舌鼓｡日本企業はこれら巨纏の契
約により拠出された資金を活用したプロジェクト実施に極めて高い関心を寄せており､ウクライナ
との間では関心事業リス トの18件の事業に日系企業が登録｡

EU､イタリア､スウェーデン､オランダなど.数多くの国 ･横関がRECへの拠出を行い.中.
東欧地域各国を対象とした環境対策プロジェクトを実施している (日本は9位 (2008年))｡



事 業 番 号 2-5 0- (2 6 )

憲 章裁判 外務省 ㌔--.蛋

国際機関への拠出金 儀

無 禁 /-hX,-窯 等 薫 平成元年度 t 北重詣 三珠

~□直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )
てこ 丁

態主謀崇ま主機

2′12 I 2 憾 10 ー

8 2 16,647千円 16,647千円

-;ま＼き′'ポ苧潮

昭和63年2月の日韓首脳会談において､両国の人的交流､特に青少年交流事業を拡大するこ

El淋-l'報雅
に基づき､その後2度r=わたる日韓外相定期協議を通じて平成元年5月に投

立された ｢E]韓学術文化青少年交流共同事業体Jに対して､日車両国政府が策定する日韓

1.日韓の民間団体の交流事業に対する助成

隠…叢 相互理解のためのプログラム等､民間団体による日韓間の交流事業を支援)

における滞在研究を行うた
めの資金を支援)
3.会議事業 (日韓文化交流会譲 .日韓歴史共同研究委員会 .日韓新時代共同研究プ

口ジエクト等の文化交流 .学術研究等に関する有識者間の会議を実施)4図手 .情報事業
なお､教員､大学生､中高生の招碑事業については､平成19年度より､21世紀東アジア青

＼ 人件費

295百万円(織概算人 件費(平均倫与x従事聴負数) 従事職員数

＼ .- 過当正職員円 l人

29.5百万円 臨時耽島地 千円 ＼ k

年 度 給 岳 地方公共団体の衰負担がある場合､概算の総額

Hl9(決算顔) 340

0

H20(決算額) 314

I岩■■､-■■一 310

H21(補正予算) 0

H22概算要求 295

れ■■■■一①日韓学術文化青少年交流事業 (助成事業､学術研究者交流事業､日韓文化交流会護､日

韓歴史共同研究委員会)154.724千円
②日車知的交流事案 (日韓関係データベース事業､図書センタ-運営費､広報誌 .ホーム
ペ-ジ作成費､日韓新時代共同研究プロジェクト)44,592千円
③賃貸料 (図書センタ一合)57,000千円



事 業 番 号 2-5 0- (2 6)

日韓学術文化青少年交流拠出金

アジア大洋州局 国際機関への拠出金

日韓学術文化青少年交流共同事業体を通じて実施している日韓学術文化青少年交流事業及び日
韓知的交流事業は､Ej韓両国国民間の相互理解の促進､信頼関係の横集に大きく貢献してきてい
る｡本年10月の日韓首脳会談でも､両首脳は国民レベルの交兼の強化につき一致したところであ
り､今後､日韓関係を一層成熟したパートナーシップ関係に拡大し､｢日韓新時代｣を切り拓いていく
上で､両国間の交流の拡大･強化を目指す本事業の重要性は益々増していくと考えられる｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

日韓学術文化青少年交流基金拠出金

(東アジア青少年交流基金拠出金)
(H19年度-H23年度の5年rFlにわたり実施予定)

①助成事業-これまでに909件の民間団体による日韓間の交流事業を支援｡
(塾学術研究者交流事業(フェローシップ)-平成元年度から開始され､平成20年度までに513
人が訪日､53人が訪韓している｡
③会議事業一日車首脳会談で設置が合意された枠組みである日韓文化交流会議､日韓歴史
共同研究委員会､日韓新時代共同研究プロジェクトを通じて､両国間の有識者による活発
かつ有意義な意見交換の場を提供している.
今後も､韓国政府と協力しつつ､両国関係を揺るぎない強固な関係にすべく､国民レベル
の交流強化のため､様々なプログラムを検討し､交流の幅を拡大させていく｡

※青少年交流一平成19年度から21世紀東アジア青少年大交涜計画の下で拡充された中高
生､大学生､教員の招暗 ･派遣事業は､平成11年度から実施がはじまった中高生が平成20
年度までに計6,606人 (招碑 4.267名､派遣 :2.339名)､平成元年度から始まっている大
学生･教員が平成20年度までに計10.177人 (招略:8.376名.派遣･3.801名)が交流して
いる｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

日韓学術文化青少年交流基金拠出金

(兼アジア青少年交流基金拠出金)
(H19年度-H23年度の5年間にわたり実施予定)

El韓学術文化交流共同事業体の両国事務局がうまく連携する中､事業は円滑.=進められて
いる｡特に招碑 ･派遣された両国の若者達からは､実施プログラムを通じて相手国を深く
理解することができたとの高い評価を得ており､また､有識者間の会議においても､活発
かつ有意義な意見交換及び共同研究が行われている｡今後は､更に交流の幅を拡大させる
ために､韓国政府側と協議しつつ､斬新なアイディアをもって事業を進めていく｡

昭和63年2月の日韓首脳会談において､日韓の人的交流､特に青少年交流の拡大に合意さ
れたことに基づき､その後2度にわたる日韓外相定期協議を通じて､平成元年5月に ｢日韓
学術文化青少年交流共同事業体｣が設立､その日本側事務局を (財)日韓文化交涜基金
が､韓国側事務局を (財)韓国学術振興財Eilが務めることとなり協定書が締結された (そ
の後.平成11年に韓国側の組織再編により協定書を再締結｡現在の韓国側事務局は国立国
際教育院が務める).
韓国側からも韓国側事務局に対して毎年約3偉5千万ウォン (約2800万円)の拠出
がなされており､共同事業体の下､日韓両国が共に協力しつつ事業を実施している｡
なお､本事業体では､主に次世代を担う青少年を対象とする青少年交流事業等を実施し
ているが､平成19年度以降は､21世紀末アジア青少年大交流計画の下､その規模を拡充
し､5年間で毎年約1000人程度の青少年を日本に招暗すると共に､日本の青少年を韓国に派
遣する事業等を実施している｡



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 7 )

1Fl

外務省 日韓産業技術協力共同事業休拠出金

アジア大洋州局 国際枚関等への任意拠出金 臓

北東アジア課 -平成5年度 FjtXアジア抹- 蛸 二

外務省設置法四条三項 日韓貿易不均衡是正等のための具体由実践計画呼 成4年)●

□直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

□貸付 (貸付先 : )■その他 ( )

墜 霞 詔 ■ ■ ■ 匿 園 醤 聾 琵 】

願 誓慧 箭 罪 萱 I

汲 殿 琵戯凝野

甘塩済旅 日韓間で最大の経済的懸案であり､日韓 EPAに韓国側が慎重となっている理由の一つで
ある貿易不均衡 (韓国側入超)を是正す るための協力措置の実施o

日韓間の産業技術協力の促進を目的に､韓国における産業技術分野での人材の育成､韓国
の産業生産性向上のための協力､ビジネス交流促進､産業 .技術交流､調査.広報事業を実

施するため､日韓産業技術協力共同事業体 (日本側事務局 :(財)日韓産業技術協力財団)に拠出○

○先進企業技術交流事業 (日本語教育) :韓国中小企業の生産性向上.品質向上を目的に､中堅技
術者を日本の先進企業において実習させ.生産管理 .品質管理の実践的手法を学ばせる事業におけ
る事前の日本言吾教育.文化研修○
○日韓中小企業経営者交流事業 (部品素材エ団訪韓ミッション):日本企業の対韓投資促進のた
め､韓国の部品素材専用団地の実情視察､現地説明会の開催○
○日韓中小企業経営者交流事業 (産業技術フォ-ラム) :商談会のために訪Elする韓国企業を対象
にした工場視察 .セミナー .企業交流会の開催○
○日韓経済連携関連事業:中小企業の経済交流の調査､シンポジウムの実施○
○各種調査 .研究事業 :在韓日系企業が参加する ｢ソウルジャパンクラブ韓国企業経営研究会｣の

平成22年度概算要求額 人件費

40百万円 ( 職員構成 概算人件費(平均給与×従事職員数) 従事聴員数

一 百万円 担当正職員 千円 .人t

40百万円 臨時職員他 千円 人

年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総鐘

H19(決算額) 41

0
34

H21(当初予算) 39
H21(補正予算) 0
H22概算要求 40

~~~~~~ 拠出金 40百万円 (事業費 23百万円 管理費 17百万円)



事 業 番 号 2 -5 0 - (2 7 )

日韓産業技術協力共同事業体拠出金

アジア大洋州局 国際機関等への任意拠出金

北東アジア課

李明博大統領は､日本からの投資誘致や技術移転による韓国の産業の強化及び貿易赤字削減を優
先課題に位置づけている｡そのため､韓国側は､同共同事業体の活動の成果が更に拡大することを期
待しておL)､10月9日の鳩山総理と李明博大統領との首脳会談においても､両首脳が､中小企業間の
協力の強化に向け､両国政府が一層の関心を持って相互協力していくことを確認した｡
韓国の産業が､El本から部品･素材を輸入し､完成品を輸出する構造になっているため､韓国側の対
日貿易赤字は近年増加傾向にある｡こうした状況の中で､日韓経済連携協定が締結された場合､短期
的には対日貿易赤字が更に拡大することが予想されており､韓国側の危機感は強い｡
韓国側の危機感を払拭し､束アジアの経済統合の牽引役として位置づけられる日韓経済連携協定の
交渉を推進･妥結するためにも､本事業体の事業により､産業協力や投資の動きを拡大することは不可
欠である｡

経済産業省においても､同共同事業体に対して拠出を行っている｡

特定産業部門への支援の色彩の強いものは､経済産業省の拠出金で実施されており､より一般的
な協力(より広く稗益するもの)､産業横断的なものは､外務省が支援している｡(財源は2省にまた
がっているものの､事業実施主体は一つであり､事業間の有機的な連携を囲っているため､事業の
重複､非効率な実施は起こり得ない｡)

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

日韓産業技術協力共同事業体拠出金

外国企業とのビジネスの機会に乏しい中小企業を中心とする日本の企業に対し､韓国企業と
の製品売買､生産委託､技術 ･業務提携､合弁のきっかけを提供することで日韓の産業技術協
力を促進 ･強化する｡ (本事業体の事業により成立したビジネス連携件数 H18年度5件､H19
年度2件､H20年度6件.今年度は4月-10月で8件が成立済｡)
両国において経済連携に関する産 ･学 ･官の有識者によるシンポジウムを開催することで､
日韓経済連携協定を始めとする経済面での関係強化に対する意識の高揚を図る｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

日韓産業技術協力共同事業体拠出金

事業の性質上､効果が即可視的に現れるものではないが､今年度上半期において､本事業体の事
業により既に8件のビジネス連携が成立しているなど､着実に日韓のビジネス交流が進展してい
る.
今後は､環境分野を始めとする新しい分野においてもビジネス東淀を促進する等､引き続き日韓
両国企業の競争力強化･連携強化を図っていく｡

【阜国側の拠出】
韓国政府も､事業体設立以来共同事業体 (韓国側事務局 (財)韓日産業 ･技術協力財団)に対し
て拠出を続けており､今年度は34倍ウォン (約265百万円)を拠出｡日韓が共に協力しつつ事
案を実施している｡

【沿革】
我が国と韓国との間で､両国間の貿易構造に起因する貿易不均衡閉環 (韓国側入超)が最大の経
済的懸案となっていたことを背景に､平成4年l月のEl韓首脳会談 (宮津一皮泰愚)時の合意に基
づき､同年6月 ｢日韓貿易不均衡是正等のための具体的実践計画｣がとりまとめられた｡
同実践計画では､貿易不均衡是正等のための協力措置の一つとして､目鼻双方が両国間の産業技
術協力の促進のための財団を設立すると共に､両国政府が各々の財団を適切に支援することが了解
されている｡同了解に基づき日韓両国に産業技術協力財団が設立 (日韓産業技術協力財Eilの設立は
平成4年12月)され､さらに､日韓間の産業技術協力を推進するため､E]韓の両財団により日韓
産業技術協力共同事業体が翌5年6月に設立された｡

【予算節減】
同共同事業体においては､商談会の開催にあわせて韓国企業を対象としたセミナ- ･工場見学 ･
企業交読会を実施する等､事業間の連携を図ることで.効果的･効率的な事業の実施に努めている
ほか､他団体の事業を活用することで広告宣伝葬等の経真野減を図っている｡



外務省

国際協力局 国際機関等への任意拠出金 l

地球環境課 平成3年度 l課長 水野政我

外務省設置法第4粂第3項

D直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

D補助金 〔直接 .間接〕 (補助克 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )■その他 (拠出金 )

- 1淵 軌 腰 繁 隻琵 叢 蔓当■ ■

- 儲 巌-::/:;::;

裏芸S.流麗-誓-萱誰篭嚢p両港藍

FRJ UNEP国際環境技術センター (lETC)は､開発途上国等に対し､環境上適正な技術を移転することを目

lETCが主にプロジェクトを実施する途上国や経済体制移行国の政府機関､地方自治体､関連団体等

婆医w ｢ ｢ な -～

4.上記事業に関する情報提供､データ.ベースの構築

平成22年度概算要求鏡 人件垂

匪 ∃巨 ー30百万円(職員構成 概算人件費(平均給与×従事渡員数) 従事職員数

琵;-r-/ 漕蔓ヨ ■ 百万円 担当正 職員 千円 - ~人

130百万円 臨時職員他 千円 人

年 度 総 額 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の森襖＼

H19(&#&) 220 ＼

147 ＼

H21(当初予算 ) ー34 ＼

H21(補正予算 ) ＼

H 22概算要求 ー30 ＼

(2)廃プラスチックからのデイ-ゼル燃料精製による資源保全及び温室効果ガス排出削減プロジェクト



UNEP国際環境技術センター(lETC)拠也金

国際機関等への任意拠出金

課長 水野政義

(1)IETCが活動対象とする冷 ヒ画の大折 の創意三号染闇韻や湖沼集水域管ZEPの閤穎rj: 轟くの途
ヒ国の輪新 触な開発lこおいて感受の謹話であるのみならず､気候変動､生物多様性及び陸上に起因
する海洋汚染といった地球規模の関心事項と関連があるものであり､これらの分野r=おいて途上国自
身の封広能力を向ヒさせるための持折紙 を行うことは 妬め'{有意義である｡我が国として､IETC
に対する拠出を継続し､このような活動を推進するためのプロジェクトを支援することは､国際棲関
を通じた環境分野における国際貢献として､我が国の副書外蚕の旦仕的盛暑となる ととも r= 我が国
の卿 Ll着用封効果が期待できる｡
(2)lETCrt､我が国が強力に誘致を行った結果､大阪及び滋賀に放置された機関であり､日本とU
NEP問のrETC設立に関する協定において.IETCの運営終着lこつき 7kストEilする我が国が応分の支
援を行う旨が明記されている (準義務的拠出金)｡IETCの運営経費の大部分は､我が国からの拠出金
によって賄われており.

L(･3FT:呈蒜 蒜 謡 諾 雫.i謂 諾 詣 ii'至 芸･,書棚 な▲軸 .リサ.クル柵 J
についての記述があり､また. ｢民主党マニフェスト45.Jには ｢環境分野などの技術革新で世界
をリードする｣との記述がある｡ こうした活動に資するIETCO)財政基鞍鼻健全な水準で射幸するトd)

詣 こ…諾 王室-t吉男 音 票 三諾 ヲ!諾 諾 芸宗 宗苦 豊 Zi守だ !誓 立岩丁字
きたIETC財政基盤の脆弱性を招く鹿がある｡

センター運営費を､外務省､環境省の2省及びUNEPが負担している｡自治体との連携については､大阪市及
び滋賀県から無償で事務所の提供を受けている｡

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

イラク南部湿原プロジェクト

ラスチックからのディーゼル燃料精製に
よる資源保全及び温室効果ガス排出削減プロ
ジェクト

(1)lETCは､活動対象とする3分野.=おいて､途上国に対する技術移転に資する事業を着実に実施
している｡04年から09年まで ｢水と衛生｣分野で実施している ｢イうウ南部涌庶管理プロジェJ)トl
は 07生産のtiI連21巻敵背春窄嘗するなどイうJ)政由757掴 限社会全はから7g.い辞儀を得た.
(2)また､IETCは､我が国に位置する有利性を最大贋,%用し､我が国が推進する遷:謄分野の活動[=
ついて EST鹸舶 L轟榛に連携 ･協力している｡例えば､05年に東京で開催された3R閣僚会合を受
け､アジア太平洋地域の開発途上国における具体的な3R活動を継続的に支接している他､08年の第4
回東京アフリカ開発会議 (TICADⅣ)に向け､レソトにおいて r統合的固形廃棄物のワーク
ショップJを開催したり､08年北海道洞爺湖サミットにおいて気候変動が主要なテーマとなったこと
を受け､ r廃プラスチックからのディーゼル燃料精製.=よる資源保全及び温室効果ガス排出削減プロ
ジェクトJ等､浩愛執星ガスの削液t=専与するプロジ工々卜を精確的に艶めている｡
(8)今後とも､IETCに蓄積された環境上適正な技術r=関する知見を有効に活用し､途上国等に対す
る技軒移転が一席促進されるよう､事業を効率的､効果的に実施していくこととしたい｡

イラク南部湿原プロジェクト

ラスチックからのディーゼル燃料精製に
よる資源保全及び温室効果ガス排出削減プロ
ジェクト

舶 ヒ轟正な鴇1薪に蘭する責門的な知卓を右する姓BEIとして､途上国等の各国の事情を踏まえ.技術
移転を促進する事業を実施しており､途上国幕の捧績訂依な閣発に向けて意い成畳を挙げている｡
今後とも､IETCが我が国に位置する有利性を最大限活用し､我が国の環境分野における取組として具
体的な成果r=つながる事業が実施されるよう､IETCと緊密に連携､協力するとともに､JETCの活動に
対する国内の認知度を一層高められるよう努めていきたい｡

2009年7月よりJETC所長にUNEPに勤める邦人城見の中で哩-の幹部レベルの敬具として中村武洋氏 (国
連恥貞階級D-1(管理破))が就任｡主要国際機関の中でも数少ない日本人幹部鞍鼻である｡



(予 算 担 当 部 局 用 )

事 業 番 号 2- 5 0 - (1).- (2 8)

...チ:- ≡-:= -L≒ = :̀i書 ==

国際機関への任意拠出金
(日本が全額拠出又は日本に活動拠点のある任意拠出金)

辛 平成21年度当初予算額 l 平成22年度概算要求額
4ー823l百万円 l 3,9叫 百万円

外務省所管の任意拠出金のうち､日本が全額拠出又は日本に活動拠点のある
もの (別紙)のうち､日本が全額拠出金2日本に活動拠点のあるものを中心に､
以下の観点から縮減又は廃止できないかo

(l)国際機関を通じない既存真空との幸福■排除例えば､アセアン私費留学生対策等拠出金 (別紙衰20)は､一般的な外
国人留学生制度と別組織で支援を行う必要性はあるのかo匡‖無機BETの形熊を
とっていることから､各国を集め理宝金を聞く必要があるなど非効茎ではな
上ゝ企○

(2)良問でできる妻慧

例えば､ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金 .(別紙表22)の圭
蓋の多くは良問でもできる内容ではないか○

事業内容の例

貿易 :アセアン諸国産品の常設展示場での展示､商談会の開催
投資 :投資促進セミナーの開催､中小企業等の視察支援
観光 :伝統舞踏家等を招き観光フェアの開催

(3)同じEg際機関の下の複数真空の統合

例えば､国際連合開発計画 (UNDP)の下の3つに基金への拠出金 (別
紙表12､14､ 19)は統合し､事務 .運営費等を削減できないかo

(4)取崩型基金による複数年にわたる童望

例えば､東アジア青少年交流基金拠出金 (別紙表2)や日韓学術文化青少
年交流基金拠出金 (別紙表3)のように､基金の形態で事業を行う必要性や
事業実施期間のうち当面の所要額等を厳しく見直し､当面の所要額を超える



(別紙)

日本が全額拠出又は活動拠点のある任意拠出金のうち執行残高が多額なもの
平成21年6月末現荏

拠 出 金 名 全額軌 出 活動批 点 ' (単執行残額 J 芸蓋芸 也 :千 円)21年度当初予*tl

1 ○ 10,243.826 24.616 35,165

2 東アジア青少年交流基金拠出金 ((財)日中友好会館) ○ 5.662,000 0 0

3 El韓学術文化青少年交流基金拠出金 ((財)日韓文化交流基金) ○ ○ 3.407.678 294.966 310.267

4 国際連合大学拠出金(通常拠出金) ○ 875,SOD 282.670 282,669

5 国際連合ボランティア計画 (UN∀)拠出金 (日本UNV協力事業) ○ 719.290 71,368 川5.013

6 (⊃ 672.434 113.875 221,450

7 〇一 ○ 559.744 203,38ー 299.260

8 ○ 542,897 3.750 4.893

9 ○ 502,820 195.783 467,004

10 国際機関職員派遣信託基金UPO】拠出金 ○ 420.609 1,124,64T1.228.054

日 文化遺産保存信託基金拠出金 ○ 318,537 250.000 257,50tl

ー2 国際連合開発計画 (UNDP)拠也金 (日.UNDPパートナ-シップ基金) ○ 155.658 146.452 209.217

13 国際連合訓練調査研修所(UNITAR)拠出金 ○ 155.320 2.155 3,078

14 国際連合開発計画 (UNDP)拠出金 (日本 .パレスチナ開発基金) ○ 129,827 106.382 127,563

15 ○ ○ 106.43g 185/622 265.174

16 ○ 78.179 70,000 72,100

17 国際連合大学拠出金 (私莞留学生等育英資金貸付事業) ○ ○ 46,016 58.434 77,960

18 日韓産業技術協力共同事業体拠出金 ○ (⊃ 41.499 401000 39.246

19 国際連合開発計画 (UNDP)拠出金 (アジア.アフリカ協力基金) ○ 28,885 98,182 115,744

20 7セアン私費留学生対策等拠出金 ○ (⊃ 26,548 104.345 122.759

21 日.カリコム友好協力基金拠出金 ○ 13.837 4.332 5,097

22 ○ ○ 8.010 157,022 132,939

23 東京国際連合広報センタ-拠出金 ○ (⊃ 5,781 31.360 31.447

24 早.東欧地域環境センタ-(REC)拠出金 ○ 3.531 13.248 15,587

25U帖P国際環境技術センター拠出金 ○ ○ 3.858 129.68l ー33.571

26 ○ ○ 2.534 9.471 9.47ー

27 7ジア生産性機構tAPOI拠出金 ○ (⊃ ▲315 71.880 107,476

28 国際連合ボランティ7計画 (UW)拠也金 (平和構築人材育成事業) ○ 114.514 ー36,380




